
総社市建設工事請負代金中間前金払取扱要領

（趣旨）

第１条 この要領は，総社市が発注する公共工事（土木建築に関する工事の設計，測量，調

査及び監理並びに土木建築に関する工事の用に供することを目的とする機械類の製造を除

く。以下「工事」という。）における，当該工事の材料費等に相当する額として必要な経費

について，請負代金額の 10 分の 4 以内で既に支払った前金払に追加して，請負代金額の

10 分の 2 以内の前金払（以下「中間前金払」という。）を行うために必要な事項を定める

ものとする。

（対象工事）

第２条 中間前金払の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は，公共工事の前払金保

証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第 5 条の規定に基づき登録を受けた保証事

業会社（以下「保証事業会社」という。）の保証契約に係る工事であって，次のすべての要

件を満たすものとする。

（１）1件の請負代金額が 1,000 万円以上であること。

（２）既に前金払の支出を受けていること。

（３）工期の 2分の 1を経過していること。

（４）工程表により工期の 2 分の 1 を経過するまでに実施すべきものとされている当該工事

に係る作業が行われていること。

（５）既に行われた当該工事に係る作業に要する経費（以下「進捗額」という。）が請負代金

額の 2分の 1以上の額に相当するものであること。

（中間前金払の割合）

第３条 中間前金払の割合は，請負代金額の 10分の 2 以内の額とする。ただし，中間前金払

をした後の前金払の合計額が請負代金額の 10 分の 6 を超えてはならないものとする。

（中間前金払の制限）

第４条 市長が予算執行上の都合その他やむをえない理由があると認めるとき又は中間前金

払の必要がないと認めるときは，中間前金払の全部又は一部を支払わないことができる。

(中間前金払と部分払の選択）

第５条 対象工事の請負契約の締結に当たっては，当該対象工事の落札者から契約締結時に

中間前金払・部分払選択届（様式第 1 号）の提出を求め，中間前金払又は部分払のいずれ

かを選択させるものとする。この場合において，契約締結後の変更は認めないものとする。

(債務負担行為等に係る特例）

第６条 債務負担行為及び継続費（以下「債務負担行為等」という。）に係る２年度以上にわ

たる工事で，年度ごとに出来高予定額を定めた場合については，第 3 条の「請負代金額」

を「各年度の出来高予定額」と読み替えて，各年度において中間前金払をすることができ

る。この場合，第 2 条第 3 号及び第 4 号中「工期の 2 分の 1」とあるのは，「各年度の工事

実施期間の 2 分の 1」と，同条第 5 号中「請負代金額の 2 分の 1」とあるのは，「各年度の

出来高予定額の 2 分の 1」と読み替えて適用するものとする。

２ 第 5 条の規定にかかわらず，中間前金払を選択した場合においても，会計年度を越えて



施工する工事における年度末の部分払については，当該年度の出来高に対して部分払をす

ることができるものとする。

（中間前金払に係る認定）

第７条 市長は，受注者から中間前金払に係る中間前金払認定請求書（様式第 2 号。以下「認

定請求書」という。）が提出されたときは，第 2条各号に掲げる要件をすべて満たしている

ことの認定を行うものとする。なお，認定請求書には，工事履行報告書（様式第 3 号）を

添付させるものとする。

２ 前項の認定にあたりその進捗額について認定しようとするときは，工事履行報告書等の

資料（以下「認定資料」という。）により行うことができるものとする。この場合において，

工事現場等に搬入された検査済の材料等があるときは，その額を認定資料の出来高に加算

し，進捗額として認定することができるものとする。

３ 市長は，第 2 項による認定の結果，妥当と認めるときは，中間前金払認定調書（様式第

4号）を作成し受注者に交付するものとする。

（中間前金払の請求手続）

第８条 前条第 3 項に規定する中間前金払認定調書の交付を受けた受注者は，保証事業会社

と中間前払金に関する保証契約を締結したうえで，当該保証契約証書（正副 2 通）ととも

に，中間前金払請求書（様式第 5 号）を市長に提出して，中間前金払を請求するものとす

る。

（中間前金払の支払）

第９条 市長は，前条に規定する中間前金払請求書を受理したときは，その日から起算して

14 日以内に中間前金払を行うものとする。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，平成 25 年 4 月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要領の施行の日以前に公告又は指名通知を行った契約については，なお従前の例に

よる。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，令和 3年 10 月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は，令和 5年 10 月１日から施行する。



様式第１号

令和 年 月 日

総 社 市 長 様

受注者 所 在 地

商号又は名称

代表者氏名

中間前金払・部分払選択届

次の工事について， 中間前金払 を選択します。

部 分 払

記

工 事 名

工 事 場 所 総社市 地内

請負代金額 円

工 期 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

（注１） 中間前金払又は部分払のどちらかを２本線で抹消してください。

（注２） 契約締結後は，選択の変更は認められません。



様式第２号

中間前金払認定請求書

令和 年 月 日

総 社 市 長 様

受注者 所 在 地

商号又は名称

代表者氏名

次の工事について，中間前金払の認定を請求します。

記

工 事 名

工 事 場 所 総社市 地内

請負代金額
円

当該中間前金払の対象となる請負代金相当額

円

工 期 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

契約年月日 令和 年 月 日

〔添付資料〕 工事履行報告書（様式第３号）



様式第３号

工事履行報告書

令和 年 月 日

総社市長 様

受注者 所 在 地

商号又は名称

代 表 者 氏 名

工 事 名

工事場所 総社市 地内

工 期 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

日 付 令和 年 月 日 現在

月 別
予定工程 ％

（ ）は工程変更後
実施工程 ％ 備 考

令和 年 月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

（記事欄）

（注）予定工程は完成月，実施工程は当該報告月までの出来高比率の累計を記入してください。



様式第４号

中間前金払認定調書

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所 総社市 地内

３ 工 期 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

４ 請負代金額 円

（当該中間前金払の対象となる請負代金額相当額 円）

５ 契約年月日 令和 年 月 日

上記の工事について，その進捗を調査したところ，中間前金払をすることができる要件を具備

していることを認定します。

令和 年 月 日

様

総社市長 印



様式第５号

中間前金払請求書

令和 年 月 日

総 社 市 長 様

受注者 所 在 地

商号又は名称

代表者氏名 印

登 録 番 号

令和 年 月 日付けで契約を締結した 工事の

中間前払金を次のとおり請求します。

記

１ 請 求 金 額 円

２ 請 負 代 金 額 円

３ 受 領 済 金 額 円

【振込先口座】

金融機関名

本・支店名

預 金 種 目 １ 普通 ２ 当座 ３ 別段

口 座 番 号

フ リ ガ ナ

口 座 名 義

※添付書類 中間前払金保証証書 （正副２通）


